
様式第１４（第２０条の２第１項関係） 

屋 外 広 告 業 登 録 申 請 書 

   年   月   日

 （宛先）東大阪市長

申 請 者  住 所 〒

氏 名

東大阪市屋外広告物条例第 34 条の 2 第 1 項の規定により、次のとおり屋外広告業の登録を申請しま

す。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

①登録の
 種 類

新規・更新
② 登 録 番 号     東大阪市登録 第        号

③ 登録年月日         年   月   日

④ 法人・個人の別  １ 法 人   ２ 個 人

⑤商号
ふりがな

､氏名
ふりがな

及び 生年月日

生年月日      年   月   日

⑥ 住      所 〒

電話番号（    ）    －     

東大阪市の区域内で営業を行う営業所の名称及び所在地並びに業務主任者

⑦ 名   称 ⑧ 所  在  地
業務主任者

  ふ り が な

⑨ 氏  名
⑩ 資 格 等
(修了証書番号等)

〒

電話番号（    ）    －     

〒

電話番号（    ）    －     

〒

電話番号（    ）    －     

申請者連絡先
所属等            担当者名           電話番号

法人にあっては、主た
る事務所の所在地、名
称及び代表者の氏名

法人にあっては、主たる事務

所の所在地

法人にあっては、名称、

代表者の氏名及び生年月日



都道府県等の登録
を受けた者に関す
る特例による届出

を含む。

⑪役員（業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに

準ずる者）の役職名及び氏名

役 職 名 氏
ふり

   名
がな

⑫法定代理人

の商号、氏名

及び住所

商号
ふりがな

及び氏名
ふりがな

生年月日      年   月   日

住 所 〒

電話番号（    ）    －     

⑬法定代理人が法人である場合

の役員の役職名及び氏名

役 職 名 氏
ふり

   名
がな

⑭他の地方

 公共団体

 における
 登  録

登録を受けた
地方公共団体名

登録・特例
届 出 の 別
（いずれかに○）

登録（届出）年月日 登録（届出）番号

登  録

特例届出

登  録

特例届出

登  録

特例届出

登  録

特例届出

登  録

特例届出

⑮主たる業務の内容

⑯所属する屋外広告業

 の 事 業 者 団 体

法人にあっては、

主たる事務所の所

在地

法人にあっては、

名称及び代表者の

氏名及び生年月日



注）1 ①の欄及び④の欄は、該当するものを○で囲むこと。

2 ②の欄及び③の欄は、申請しようとする登録が新規の場合は記載しないこと。

3 ⑦の欄から⑩の欄までは、東大阪市の区域内で屋外広告業を行う営業所について、すべて記載す

ること。記載欄が足りない場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付

すること。

4 ⑩の欄は、業務主任者として東大阪市屋外広告物条例第 36 条第 1 項各号のいずれかに該当する

者であることを証する書面に係る資格等の名称及び修了証書番号等を記載すること。

5 ⑪の欄は、申請者が法人である場合に、株式会社の取締役、合同会社及び合名会社の社員、合資

会社の無限責任社員、法人格のある組合の理事等を記載すること。なお、監査役、監事、合資会社

の有限責任社員、事務局長等は、同欄の役員には含まれないので、記載しないこと。また、申請者

が個人である場合には記載しないこと。記載欄が足りない場合は、この様式の例により作成した書

面に記載して、その書面を添付すること。

6 ⑫の欄は、申請者が未成年者である場合で、法定代理人のあるときに記載すること。

7 ⑬の欄は、申請者が未成年者である場合で、法定代理人が法人であるときに、株式会社の取締役、

合同会社及び合名会社の社員、合資会社の無限責任社員、法人格のある組合の理事等を記載してく

ださい。なお、監査役、監事、合資会社の有限責任社員、事務局長等は、同欄の役員には含まれな

いので、記載しないでください。また、申請者が個人である場合には記載しないでください。記載

欄が足りない場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

8 ⑭の欄は、屋外広告業に関し、他の都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長の登録を受けた

場合（都道府県知事等の登録を受けた者に関する特例による届出をした場合を含む。）は、すべて

記載すること。記載欄が足りない場合は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面

を添付すること。


